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基本契約書（案）

河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業（以下「本事業」という。）に関して、鹿児島市水道局

（以下「発注者」という。）は、代表企業である［●］、構成企業である[●]及び[●]で構成される

企業グループ（以下、総称して「受注者」という。）と、本事業に関する基本的な事項について合意

し、次のとおり基本契約（以下「この契約」という。）を締結する。

（目的及び解釈）

第１条 この契約は、発注者及び受注者が相互に協力し、第８条に規定する設計及び建設工事請負

契約並びに第９条に規定する維持管理業務委託契約を締結するに当たり、本事業の全般にわたる

事項や本事業に係る当事者間の基本的了解事項について確認するための基本合意及び本事業を

円滑に実施するために必要な基本的事項を定めることを目的とする。

２ この契約は、この契約に基づき締結される設計及び建設工事請負契約並びに維持管理業務委託

契約とともに不可分一体とする。

（定義）

第２条 この契約における用語の定義は、本文（別紙を含む。以下同じ。）中に定義される用語を除

き、次の定義に従う。また、この条及び他の本文中に定義されない用語で募集要項等に定義され

る用語は、募集要項等の例による。

（１)「設計建設 JV」とは、設計、土木工事、建築工事、機械設備工事及び電気設備工事を行う構

成企業によって結成する設計業務及び建設工事のための共同企業体をいう。

（２)「維持管理 JV」とは、維持管理を行う構成企業によって結成する維持管理業務のための共同

企業体をいう。

（３）「募集要項等」とは、発注者が本事業の事業者募集のための公募に関して令和８年２月５日

付けで公表した募集要項、要求水準書、モニタリング基本計画、優先交渉権者選定基準、

提出書類作成要領及び様式集並びにそれらに関する質問回答書（技術的対話における回答

及びプレゼンテーション及びヒアリングでの質問回答を含む。）をいい、事業契約により変

更された場合は変更後のものをいう。

（４)「要求水準書」とは、発注者が公表した要求水準書及びこれに対する質問回答書をいう。

（５)「整備対象施設」とは、本事業に係る設計及び建設工事請負契約に基づき整備される施設、

設備及び備品等のすべてをいう。

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重）

第３条 受注者は、本事業が公共性を有することを十分理解し、本事業の実施に当たっては、その

趣旨を尊重するものとする。

２ 発注者は、本事業が民間企業によって実施されることを十分に理解し、その趣旨を尊重するも

のとする｡

（契約の締結）

第４条 発注者と設計建設 JV は、令和９年３月１日までを目途として、募集要項等に定められた

様式及び内容に従った設計及び建設工事請負契約を締結する。

２ 発注者と維持管理 JV は、令和９年３月１日までを目途として、募集要項等に定められた様式
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及び内容に従った維持管理業務委託契約を締結する。

３ 前２項の規定にかかわらず、設計及び建設工事請負契約並びに維持管理業務委託契約の締結ま

でに、受注者のいずれかが参加資格要件を欠くに至った場合、発注者は、設計及び建設工事請負

契約並びに維持管理業務委託契約を締結しないことができる。参加資格要件は募集要項等を参

照すること。

（役割分担）

第５条 本事業の実施において、設計建設 JV は、設計及び建設工事請負契約に従い、整備対象施

設の事前・事後調査、設計業務及び建設工事を実施する。

２ 本事業の実施において、維持管理 JV は、維持管理業務委託契約に従い、更新用地及び連絡用

通路内の整備対象施設の維持管理業務を実施する。

（契約内容不適合に関する責任）

第６条 設計建設 JV 及び維持管理 JV は、それぞれ設計及び建設工事請負契約又は維持管理業務委

託契約に定める契約内容不適合の責任を負担する。

２ 前項に加え、設計建設 JV は、実施した設計及び施工に契約内容不適合があることが確認され

た場合において、当該契約内容不適合により維持管理 JV に損害が生じたときは、これを直接賠

償することとし、維持管理 JV は、発注者に当該損害の賠償を請求しないことに合意する。

３ 契約内容不適合の原因が、不可抗力又は受注者以外の者（ただし、その者の責めに帰すべき事

由が、設計及び建設工事請負契約又は維持管理業務委託契約の規定により受注者の責めに帰すべ

き事由とみなされる者を除く。）の責めに帰すべき事由によることを、受注者が明らかにした場

合には、前２項の規定は適用しない。

（本事業の内容）

第７条 本事業の内容は、整備対象施設の設計業務及び建設工事並びに更新用地及び連絡用通路内

の整備対象施設の維持管理業務であり、それぞれの概要は、第８条及び第９条に定めるとおりと

する。

（設計業務及び建設工事）

第８条 整備対象施設の設計業務及び建設工事の概要は、別紙１に定めるとおりとする。

２ 整備対象施設の設計業務及び建設工事については、設計及び建設工事請負契約締結後速やかに

設計業務に着手し、設計建設 JV と発注者との間で別途合意がある場合を除き、設計業務完了後

速やかに整備対象施設の建設工事を着工し、整備対象施設を令和 17 年（2035 年）10 月１日（試

運転期間を含む。）までに完成及び発注者の完成検査を受け合格するものとする。

３ 請負代金は、設計及び建設工事請負契約において、定めるものとする。

４ 設計建設 JV は、設計及び建設工事請負契約の規定に従い、契約保証金を発注者に納付しなけ

ればならない。

５ 前４項の定めるところのほか、本事業の設計業務及び建設工事の詳細は、設計及び建設工事請

負契約によるものとする。
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（維持管理業務）

第９条 更新用地及び連絡用通路内の整備対象施設の維持管理業務の概要は、別紙２に定めるとお

りとする。

２ 本事業の維持管理業務に係る事業期間は、令和 17 年（2035 年）10 月１日（予定）から令和 32

年（2050 年）４月 30 日までとする。なお、令和 32 年（2050 年）４月１日から４月 30 日は維持

管理業務の引継ぎ期間とする。

３ 前項の規定にかかわらず、整備対象施設が早期に完成した場合、完成検査合格日から維持管理

を開始するものとする。

４ 本事業の維持管理業務に係るサービス対価は、維持管理業務委託契約の規定に基づき、支払わ

れるものとする。

５ 前４項の定めるところのほか、本事業の維持管理業務の詳細は、維持管理業務委託契約による

ものとする。

（モニタリング実施計画）

第１０条 受注者は、モニタリング基本計画に示すモニタリング実施計画を作成して、この契約締

結後、速やかに発注者へ提出し、その承諾を得なければならない。ただし、維持管理業務のモニ

タリング実施計画の提出時期については、協議により発注者が承諾した場合、維持管理業務開始

前までとすることができるものとする。

（この契約上の権利義務の譲渡の禁止）

第１１条 発注者及び受注者は、この契約において別段の定めがある場合を除き、この契約上の地

位及びこの契約に基づく権利義務につき、他の当事者の書面による承諾なく第三者への譲渡、担

保権の設定その他一切の処分をしてはならない。

（債務不履行）

第１２条 この契約の各当事者は、この契約上の義務を履行しないことにより他の当事者に損害を

与えた場合、その損害を賠償しなければならない。

（契約の解除）

第１３条 発注者又は受注者は、設計及び建設工事請負契約が解除されたとき、この契約及び維持

管理業務委託契約を解除できるものとし、維持管理業務委託契約が解除されたとき、この契約並

びに設計及び建設工事請負契約を解除できるものとする。

２ 発注者又は受注者は、設計及び建設工事請負契約が締結に至らなかったとき、この契約及び維

持管理業務委託契約を解除できるものとし、維持管理業務委託契約が締結に至らなかったとき、

この契約並びに設計及び建設工事請負契約を解除できるものとする。

（契約解除の効果）

第１４条 前条第１項によるこの契約の解除の効果は、設計及び建設工事請負契約、維持管理業務

委託契約に定める規定によるところとする。
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（構成企業の変更）

第１５条 代表企業は、発注者がやむを得ない事情があると認めた場合は構成企業の変更を、発注

者に申請することができる。

２ 構成企業の変更により当該構成企業の役割を引き継ぐ者（以下「後継企業」という。）は、本事

業の他の応募グループの構成企業であってはならない。

３ 代表企業の変更が生じる場合は、変更前の構成企業の中から定めるものとする。

４ 発注者は、特に必要があると認めたときは、第１項の申請を承認することができるものとする。

５ 代表企業は、前項の規定による発注者の承認が得られたときは、速やかに、この契約及び設計

及び建設工事請負契約又は維持管理業務委託契約の契約上の地位、その他変更対象となった構成

企業の役割を後継企業に引き継がせ、発注者の確認を得なければならない。

６ 代表企業及び後継企業は、本事業への影響を最小限とするため、速やかな引継ぎ作業を行うも

のとする。

（秘密保持義務）

第１６条 発注者及び受注者は、この契約又は本事業に関連して相手方から秘密情報として受領し

た情報を秘密として保持して責任をもって管理し、この契約の履行又は本事業の遂行以外の目的

で当該秘密情報を使用してはならず、この契約に特に定める場合を除き、相手方の事前の書面に

よる承諾なしに第三者に開示してはならない。

２ 次の各号に掲げる情報は、前項の秘密情報に含まれない。

（１) 開示の時に公知である情報

（２) 相手方から開示されるよりも前に自ら正当に保持していたことを証明できる情報

（３) 相手方に対する開示の後に、発注者又は受注者のいずれの責めにも帰すことのできない

事由により公知となった情報

（４) 開示を受けた当事者が、第三者から秘密保持義務を負うことなく入手した情報

（５) 発注者及び受注者が、この契約に基づく秘密保持義務の対象としないことを書面により

合意した情報

３ 第１項の規定にかかわらず、発注者及び受注者は、次の各号に掲げる場合には秘密情報の提供

者の承諾を要することなく、当該秘密情報の提供者に対する事前の通知を行うことにより、秘密

情報を開示することができる。ただし、当該秘密情報の提供者に対する事前の通知を行うことが、

権限ある関係当局による犯罪捜査等への支障を来たす場合は、当該事前の通知を行うことを要さ

ない。

（１) 弁護士、公認会計士、税理士、国家公務員等の法令上の守秘義務を負担する者に開示する

場合

（２) 法令等に従い開示が要求される場合

（３) 権限ある官公署の命令に従う場合

（４) 発注者につき守秘義務契約を締結した発注者の業務を受託した者又は受注者につき本事

業に関する協力企業若しくは受注者から業務を受託した者（本条と同内容の守秘義務契約を

受注者と締結した者に限る。）に開示する場合

（５) 発注者が市議会に開示する場合

（６) 発注者が整備対象施設に係る施設の維持管理に関する業務を受注者以外の第三者に委託

する場合において、当該第三者に開示する場合、又は当該第三者を選定する手続において特
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定若しくは不特定の者に開示する場合

（個人情報の保護）

第１７条 受注者は、本事業の履行に伴う個人情報の取扱いについては、別紙３｢個人情報取扱特

記事項｣を遵守しなければならない。

（契約の変更）

第１８条 この契約の変更は、書面又は当事者が合意する方法によるものとする。

（準拠法及び管轄裁判所）

第１９条 この契約は、日本国の法令に従い解釈されるものとし、この契約に関する紛争は、鹿児

島地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（有効期間）

第２０条 この契約の有効期間は、この契約締結の日から維持管理業務委託契約の終了の日までと

する。

２ 前項にかかわらず、第６条、第 16 条及び第 17 条の規定はこの契約有効期間の満了後も効力を

有するものとする。

（その他）

第２１条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関し疑義が生じた場合は、その都度、全当事

者が協議して定めるものとする。

この契約の証として、本書●通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。

ただし、この契約を電子契約にて締結する場合においては、この契約の証として契約内容を記録

した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者の合意の後電子署名を行い、各自その電磁的記録を保

管する。また、電子署名を行った日にかかわらず、この契約書に記載された契約締結日より効力を

有するものとする。
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（契約締結日)令和９年（2027 年) ●月●日

    発 注 者  住    所 鹿児島市鴨池新町１番１０号

           氏    名 鹿児島市

水道事業及び公共下水道事業管理者

                  水道局長                  印

    受 注 者  

（代表企業）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成企業）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成企業）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成企業）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成企業）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号
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（構成企業）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成企業）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                     印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成企業）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

※全ての構成企業と契約を締結します。
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【別紙資料】
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（別紙１）設計業務及び建設工事

設計業務及び建設工事は以下のとおりである。なお、詳細については募集要項等によるものとす

る。

a 事前・事後調査業務

b 設計業務

c 建設工事（試運転含む。）

d 発注者が提示する調査結果以外に必要となる測量等の業務

e 各種申請業務（発注者が行う申請への協力を含む。）

f 近隣対応業務（受注者が負担すべき範囲）

g その他実施する上で必要な業務

以上
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（別紙２）維持管理業務

維持管理業務は以下のとおりである。なお、詳細については募集要項等によるものとする。

a 保守点検業務

・日常保守点検業務

・自家用電気工作物点検業務

・予備動力保守点検業務

・地下燃料タンク点検業務

・集中監視制御設備保守点検業務

・計装設備保守点検業務

・水質分折計保守点検業務

・炭酸ガス注入設備点検業務

・活性炭注入設備保守点検業務

・ろ過池更生業務

b その他

・事業終了時の引継ぎ業務

・近隣対応業務（受注者が負担すべき範囲）

・その他実施する上で必要な業務

以上



11

（別紙３）個人情報取扱特記事項

（基本的事項）

第１条 受注者は、個人情報（生存する個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は

識別され得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当

たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければ

ならない。

（個人情報の取扱責任者）

第２条 受注者は、発注者から提供された資料等の使用及び保管に当たっては、取扱責任者を定め、

個人情報の保護が図られるよう細心の注意を払わなければならない。

（秘密保持及び事故防止）

第３条 受注者は、本事業に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な

目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。

２ 受注者は、この業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、本事業に関して

知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないことそ

の他個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。

３ 受注者は、本事業に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

（保有の制限等）

第４条 受注者は、本事業を行うために個人情報を保有するときは、その業務の目的を明確にする

とともに、業務の目的の達成に必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により保有しなければなら

ない。

２ 受注者は、本事業を遂行するために特定の個人から直接書面により記録された当該本人の個人

情報を取得するときは、あらかじめ、当該本人に対し、その業務の目的を明示しなければならな

い。

（目的外使用の禁止）

第５条 受注者は、発注者の指示又は承認があるときを除き、個人情報が記録された資料等を契約

の目的以外の目的に使用してはならない。

（第三者への閲覧又は提供の禁止）

第６条 受注者は、個人情報を取り扱う業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせる

ときを除き、個人情報が記録された資料等を第三者に閲覧させ、又は提供してはならない。

（複写及び複製の禁止又は制限）

第７条 受注者は、個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、発

注者がやむを得ない事情があると判断し許可した範囲内においては、この限りでない。
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（外部持出しの禁止）

第８条 受注者は、個人情報が記録された資料等を発注者の許可なしに発注者が指定した場所から

持ち出してはならない。

（返還又は廃棄等の義務）

第９条 受注者は、本事業の業務が完了したとき、又はこの契約が終了し、若しくは解除されたと

きは、個人情報が記録された資料等を速やかに発注者に返還しなければならない。ただし、返還

が困難なものについては、発注者の指示に従い処分し、その結果を発注者に報告しなければなら

ない。

（再委託等の禁止又は制限）

第１０条 受注者は、発注者の承諾があるときを除き、この契約による個人情報を取り扱う業務の

全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

２ 受注者は、前項の規定により個人情報を取り扱う業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は

請け負わせるときは、当該第三者に対し、この契約に規定する個人情報の保護に関する事項を遵

守させるよう措置しなければならない。

（立入調査）

第１１条 発注者は、委託業務の処理状況を調査するため必要があるときは、受注者の事務所に立

ち入ることができるものとし、受注者は、これに応ずるものとする。

（報告養務）

第１２条 受注者は、個人情報を取り扱う業務の処理状況について、別に定めるところにより発注

者に対し報告しなければならない。

２ 受注者は、個人情報が記録された資料等に漏えい、滅失、き損その他の事故が発生したときは、

直ちに発注者に通知し、必要な措置を講ずるとともに、遅滞なくその状況を書面により発注者に

報告しなければならない。

（指示）

第１３条 発注者は、受注者が本事業を遂行するために取り扱っている個人情報について、その取

扱いが不適当と認められるときは、受注者に対して必要な指示を行うことができる。

（契約解除及び損害賠償）

第１４条 発注者は、受注者がこの個人情報取扱特記事項の内容に違反していると認めたときは、

この契約の解除又は損害賠償の請求をすることができる。


